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企業会計基準委員会 御中 

株式会社モバイルファクトリー 

計数管理部 

「資金決済法上の暗号資産又は金融商品取引法上の電子記録移転権利に該当する 

ICOトークンの発行及び保有に係る会計処理に関する論点の整理」 

に対するコメント 

2022年３月15日付で公表されました「資金決済法上の暗号資産又は金融商品取引法上の電子記録移転権利

に該当するICOトークンの発行及び保有に係る会計処理に関する論点の整理」について、下記のとおり意見を

取りまとめましたので、ご検討を賜りますようお願い申し上げます。 

記 

（質問１）基準開発の時期 

「現時点において速やかに基準開発に着手すべき」と考える。ブロックチェーン技術を基盤とした暗号資産

やNFT等を用いたサービスによって、デジタル経済圏が構築されWeb3.0の時代が始まっているものの、現行

において会計及び税務面の整備がなされていないことなどから、海外の事業者と比べてビジネス展開の機動性

に欠ける状況にある。結果として、特に上場企業や大手企業の参入ハードルが高いほか、スタートアップの有

力な企業の海外への流出なども引き起こされ、国内のWeb3.0の市場発展にも影響するものと考えられる。 

なお、基本的にICOにおける会計上の論点整理がなされれば準用可能と考えるが、暗号資産取引所を介した

IEOについて同時に整理をすべきである。 

（質問３）資金決済法上の暗号資産に該当するICOトークンの発行及び保有に関するその他の論点 

ICOトークンの発行時において自己に割り当てたICOトークンの会計処理について、自己取引を会計処理す

ることになるのは実態と合わないことから、第三者が介在していない内部取引として会計処理の対象としない

方法に同意する。 

なお、ICOトークンの発行者が何ら義務を負担していない場合の会計処理について、対価の受領時において

その全額を利益に計上することが考えられるとされているが、直近のIEOにおける事例のようにホワイトペー

パーに記載の事業計画や達成条件の実現に沿って収益認識を行う事例が見られる。この点について会計基準に

おいて明確に定義をすべきである。 

以 上 
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